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1. はじめに 

コロナ禍で、人々の移動や各種活動が制約され、消費や輸出などの需要が大きく減退している。

新築マンション市場にも影響が生じており、売行きが低迷している。現在の動向と今後についてま

とめてみたい。 

 

2. 新築マンションの発売戸数の推移 

不動産経済研究所によると、新築マンションの発売戸数は、緊急事態宣言のあった今年 5 月はモ

デルルームの閉鎖や法的な事務処理の停止により前年同月比▲82％と最低水準にまで落ち込んだが、

2020 年９月には同＋5％とプラスになった。先送りされていた需要を取り込んで、市況は回復して

きたようにも思える。 

しかし、毎月直近 12 カ月を合計した発売戸数（12 カ月移動累計）をみると、近年では最も供給

量の多かった 2014年 1月は 5.7万戸だったが、2020年 9月には 2.5万件と、半分以下にまで落ち

込んでいる。2019 年 3 月以降は前年同月比で▲20～▲30％と前年を大きく下回る水準が継続して

いる。新築マンションの発売戸数は大きく減少しているといえるだろう（図表１）。 

図表１ 新築マンションの発売戸数 （首都圏、12 ヶ月移動累計） 
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3. 新築マンションの売行きと発売戸数の関係 

新築マンション市場では、発売戸数は直前の売行きによって変化する。参考指標は初月契約率で

あり、「マンションが発売したその月に、発売戸数の何パーセントが売却されたか」を示す。初月契

約率は 70％以上だと「売れ行きが良い」と言われている。新築マンションの発売戸数は、マンショ

ン供給者が「売れ行きが良い」と発売戸数を増やし、「売れ行きが悪い」と発売戸数を減らすという

数量調整が行われている。現在は発売戸数が減らされており、マンション供給業者から見て「売れ

行きが悪い」状態であるといえよう。 

では、どのくらい「売れ行きが悪い」状態だと発売戸数に変化が生じているのだろうか。「売れ行

きが悪い」とは、別の言い方をすれば、残戸、すなわち売却できなかったマンションの個数が多い

ことを示す。そこで、１から初月契約率を除いて「初月残戸率」を求め、「初月残戸率」と「新築マ

ンション発売戸数 12カ月移動累計の前年同月比」の動向を比較してみることにする（図表２）。 

まず、初月残戸率は 2018年 12月に+51 %、2019年 10月に+57％と断続的に大きく増加してい

る。これに対し、発売戸数 12カ月移動累計は 2019年 3月以降マイナスが続き、2019年 10月は▲

10％を、2020年 3月には▲20％を超え、大きく発売戸数が減少している。初月残戸率と 12カ月移

動累計の相関は 0.85となっており、売れ行きは即時に発売戸数に反映されていると見てよいであろ

う。 

過去の推移をみれば、2010年半ばや 2013年半ばのように、初月残戸率が 20％近い水準になって

初めて発売戸数は増加をしている。今後、発売戸数が増加してくるためには、「売れ行きが良い」状

態になる、つまり初月残戸率 20％～30％の水準が連続する必要があると思われる。 

 

 

 

 

図表２ 新築マンション発売戸数の 12 ヶ月移動累計（前年同月比）と初月残戸率 

 

（資料）不動産経済研究所の公表データからニッセイ基礎研究所が作成 
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4. 新築マンションの平均価格の推移 

「売れ行きが良い」状態になるための前提条件として、供給戸数の増加した 2010年や 2013年と

現在では、少々事情が異なっている。当時は、今より新築マンションの平均価格も年収倍率も低い

水準にあり、数量調整しながら価格を上昇させる余地があった。しかし、2013年から平均価格は大

きな伸びを見せ、住宅ローンの年収倍率1も上昇傾向にある。特に 2014 年以降は供給戸数を減らし

ながら価格を引き上げる動きが顕著となっており、2019年後半には 6,000万円を超え、現在は 6,500

万円弱と価格上昇傾向が続いている2（図表３）。 

現在は主な新築マンションの供給業者が少数の大手不動産会社に限られており、数量調整が価格

維持に効果を発揮している。さらに、売り主の認識としてマンションを「一定期間のうちに多数売

り切る」よりも、「何年かけても少ない戸数でも高い値段で売ったほうがよい」、という考え方が主

流であり、値下げしてまでの売却は起こりにくくなっている。 

今後は、現在の供給業者以外の中堅・中小の供給者が出現してくれば、価格が下がる余地はある。

しかし、不動産投資市場の資金が潤沢であるためマンション適地の価格競争は続いており、価格競

争力のある大手が引き続き用地を獲得しているとみられ、今のところ目立った動きはないようだ。 

 

5. 新築マンション価格の直近の傾向と今後 

新築マンション市場の供給戸数は近年にない水準にまで落ち込んでいる。リーマン・ショック前

の 2007年の年間供給戸数は 6.1万戸であったが、ショック後の 2009年には 3.6万戸まで減少した。

2013年には 5.6万戸とやや水準を戻したが、新型コロナウイルスの影響が生じる前の 2019 年には

 
1 渡邊布味子『住宅ローン審査はコロナ禍でも厳しくならない－無理をして借りる人も増加、計画は慎重に』(ニッセイ基礎研究所 

不動産投資レポート）、2020年 08月 31日) 
2 渡邊布味子『コロナショックはマンション価格を下げるのか－新築・中古マンションの価格推移から考える』(ニッセイ基礎研究所、

基礎研ＲＥＰＯＲＴ（冊子版）、2020 年 07月 07日) 

図表３ 新築マンションの平均価格（12 ヶ月移動平均）と年収倍率の推移 

 

（資料）不動産経済研究所、住宅金融支援機構の公表データからニッセイ基礎研究所が作成 

https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65278?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=65278?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=64865?site=nli
https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=64865?site=nli
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既に 3.1万戸と再び供給水準が低下していた（図表４）。 

原因には、リーマン・ショック後に中堅・中小の市場参加者が市場から退場したまま戻らなかっ

たことや、市場に残った大手不動産業者が供給量をあまり増やさなかったことなどがあるだろう。 

勿論、大手不動産業者が新築マンションの供給量を増やせば、価格は下落する可能性がある。し

かし、価格が下落すれば、現在投資している開発物件の収支がマイナスになるリスクが増える。ま

た、多角的な不動産投資を行う大手不動産業者にとって、人口減少に向かう国内住宅市場への投資

を増加させることはリスクを増大させる。従って、積極的に新築マンションを供給することは当面

ないだろう。 

また、今年の販売活動は、モデルルームの予約制や入場制限が続いており、前半の発売戸数は低

調に推移した。長谷工総合研究所の予測によると、2020年の通年の発売戸数についても、秋以降も

モデルルームを予約制にして平時よりも入場者を制限するなど、販売活動に今後もブレーキがかか

るため、今年の新築マンションの発売戸数は 2.1 万戸（前年比▲33％）と大幅に減少する見込みと

なっている（図表４）。 

 

 

一方、新築マンションの価格については引き続き上昇傾向が続いている。リーマン・ショック後

も大きな価格の下落はなく、発売戸数が再び減少し始めた 2014 年以降には再び平均価格が上昇し

ている。但し、このデータは、首都圏での話であり、立地もグレードも価格帯も異なる物件が混在

しており、データを構成するマンションの高価格帯の物件が高ければ平均価格も高くなる。 

近年ではマンションを買う側に都心部や駅近のマンションの選好が特に強い傾向があったといわ

れる。しかし、供給されるマンションは、当たり前だが、買う人が建設するものではなく、供給者

の経営戦略等の意思決定が強く反映される。供給者から見れば、人目をひくなど人気のある物件は

売りやすく、また高価格帯での価格設定もしやすいため利益を出しやすい。平均価格が上昇してい

図表４ 新築マンションの発売戸数と平均価格の推移 

 

（資料）不動産経済研究所の公表資料等をもとにニッセイ基礎研究所が作成 
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るのも、手ごろな価格帯の物件の販売が減少し、高価格帯の物件の割合が増加している側面はある

だろう。 

しかし、高価格帯の物件が増えれば、購入者の資金繰りや借入は厳しくなり１、購入者層は減少す

る。今後の新築マンションの供給については、供給業者がこのまま「高い物件を少しずつでも確実

に売れればよい」という戦略を取り続ける限り、少ない発売戸数と価格の高値止まりが続くと考え

られる。一方で、「駅から遠い」、「利便性が隣の駅より劣る」など、新築マンションが供給されるエ

リアが変われば、平均的な価格水準が安くなるかもしれない。 

 

6. おわりに 

現在は、新築マンションの売行きが悪く、市場への供給量が少なくなっている。高価格帯の物件

の割合が増加することにより、平均価格が引きあがるとともに、手ごろな価格帯の物件がなく、需

要はむしろ高まっている。しかし、供給者側には「何年かけても少ない戸数でも高い値段で売った

ほうがよい」と考える傾向があり、新しい供給者層の出現についても目立った動きはない。 

新築マンションについては、しばらくは価格が高く、供給数も少ない状態が続きそうである。個

人にとって、不動産の購入は住宅ローンの借入期間とともに、長期保有を念頭に置くものである。

将来の支出計画と合わせて、いつ購入すべきか慎重に判断していく必要があるだろう。 
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